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紫波町管理型浄化槽整備ＰＦＩ事業 モニタリング概要書 

平成２１年３月  

 本概要書は、モニタリングを委託した日本上下水道設計株式会社の報告書から主要部分

を抜粋して調製したものである。 

 

１．はじめに 

町は、平成１７年１２月１４日付けで本事業の特別目的会社である、紫波ＰＦＩ浄化

槽整備株式会社（以下｢ＳＰＣ｣という。）と契約し、浄化槽事業に対する住民の意識及び

ＳＰＣの財務状況や実施状況について調査するとともに、事業を推進していくための方

策を検討することを目的として、紫波町管理型浄化槽整備ＰＦＩ事業モニタリング業務

を実施した。 

  

２．事業実施状況 

（１）浄化槽設置基数【報告書６５ページ】 

集合処理区域以外の町民へ水洗化サービスの提供を確保し、生活環境の改善と公供用

水域の水質保全のため、紫波町管理型浄化槽ＰＦＩ事業を平成１８年度から実施し、平

成２０年１２月までに３２７基を設置した。対象件数１，２１４件に対し２７％の普及

率となっている。年度・地区別の設置基数は表.１のとおりである。 

 

表.１ 紫波町管理型浄化槽設置件数 

（単位：基、世帯） 

区分 日詰 古舘 水分 志和 赤石 彦部 佐比内 赤沢 長岡 計 

18 年度 0 4 14 30 8 9 36 30 9 140

19 年度 0 3 5 15 6 4 27 30 14 104

20 年度 0 9 7 11 4 5 16 23 8 83

計 0 16 26 56 18 18 79 83 31 327

対象世帯数 4 36 133 113 81 73 290 300 184 1,214

普及率 0％ 44％ 20％ 50％ 22％ 25％ 27％ 28％ 17％ 27％

※概要書にある割合はすべて小数点以下四捨五入。 

（２）ＳＰＣ事業計画浄化槽設置基数との比較【報告書６６ページ】 

  ＳＰＣから提出されている提案書における計画設置基数と実績設置基数を比較すると、

平成１９年度及び平成２０年度とも計画値を下回っているが、合計では計画値の８８パ

ーセントを達成していることがうかがえる。ＳＰＣ計画基数と実績設置基数の比較は表．

２、３のとおりである。 

表.２ ＳＰＣ計画基数と実績設置基数の比較 

 
 平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 合計 

計画基数 ７０ １４０ １６１ ３７１設置基数

(基) 実績基数 １４０ １０４ ８３ ３２７

 達成率 ２００％ ７４％ ５２％ ８８％
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表.３ 浄化槽設置基数 
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（３）事業別水洗化人口比率に占める浄化槽

は、１１％で前年より０．９％増となってい

る。平成１９年度に水洗化した人口は、町全

体で１，０３６人増加している。うち浄化槽

は２９８人で、水洗化人口の約２９％となっ

ている。 

表．４ 平成 19年度水洗化人口比率 

                                       
 
 
 
 
 
                ※( )は前年 

（４）法定検査結果【報告書７４ページ】 

 浄化槽法に規定する設置後の水質検査において、平成１８年度から平成２０年１２月

までの検査結果は表.６のとおりであり、不適正となった浄化槽は無く、平成１９年度の

ＢＯＤの検査結果は平均１７ m g
ミリグラム

/
ﾊﾟｰ

l
ﾘｯﾄﾙ

で、浄化槽法で定める技術上の基準 ＢＯＤ ２０

mg/l を下回っていた。 

表.６ 法定検査の結果 

７条検査（設置１年目）              １１条検査（設置２年目から年１回） 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ＢＯＤ(生物化学的酸素要求量)：汚れを分解する微生物が必要とする酸素の量をいう。ＢＯＤの数値が高いほど汚れの

原因である物質が多く存在する。 
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表．５　単年度浄化槽衛生処理増加
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                     表.７ 法定検査ＢＯＤ平均値等 

  平成２０年４月にＳＰＣより提出され 

た、平成２０年度維持管理業務計画書で 

は、次年度の目標として｢平成１９年度法 

定検査ＢＯＤ平均値１７．４㎎／lを下回 

るよう努める｣としている。平成２０年４ 

月から１２月までの法定検査ＢＯＤ平均 

値は１３．６㎎／lであり目標を十分達成 

している状況である。保守点検の適正な対 

応によるものと思われる。 

 

（５）建設事業費縮減効果  

 平成１９年度の浄化槽整備事業費について、町が直営で実施した場合（126,035 千円）

とＰＦＩ事業の実施額（98,709 千円）を比較すると、表.８のとおりＰＦＩ事業実施目

的の柱の一つであるコスト縮減効果は約２２％と十分に達成していることが確認できた。 

 

表.８ 浄化槽整備事業費（平成１９年度） 
                                   （単位：千円） 

町が直営で実施 ＰＦＩ実績 縮減効果 人槽 

区分 

設置基数

（基） 単価 所要額 単価 実施額 縮減額 縮減率（前回） 

 5 10   882   8,820   790   7,900    920 10 %（16％） 

 7 87 1,104  96,048   920  80,040 16,008 17 %（16％） 

10 12 1,495  10,465 1,170   8,190  2,275 22 %（16％） 

間接費    10,701    2,579  8,122 76 %（76％） 

計 104  126,034   98,709 27,326 22 %（21％） 

 
（６）維持管理事業費縮減効果  

 維持管理費については、建設費同様に、町が直営で行った場合とＰＦＩ事業の実績を

比較すると、表．９のとおり約２３％のコスト縮減となった。 

 

表.９ 浄化槽維持管理費（平成 18～19 年度） 

   （単位：千円）

項   目 町が直営で実施 ＰＦＩ事業 縮減効果/（前回） 

維持管理作業費 12,707 11,614 1,093  ( 9%)/（42％） 

間  接  費 3,601  950 2,651 (74%)/（64％） 

合   計 16,308 12,564 3,744 (23%)/（49％） 

 

（７）ＳＰＣによる住民サービス等の取り組み【報告書７３ページ】 

 ＳＰＣは、ＰＦＩ事業を実施するにあたって、住民サービス等向上のための提案をし

ているが、この提案の平成１９年度実施状況は、表.１０のとおり概ね実行されている。 

 

 

 

浄化槽法の基準ＢＯＤ 20 ㎎/ｌ

平成 19 年度ＢＯＤ平均 17 ㎎/ｌ

ＳＰＣのＢＯＤ目標値 17.4 ㎎/ｌ

平成 20 年度ＢＯＤ平均 13.6 ㎎/ｌ
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表．１０ ＳＰＣ提案 住民サービス実施状況 

具体的住民サービス等 実施内容 

浄化槽設置住民相談会の実施 町内 7箇所で実施。11 名の参加。 

浄化槽使用者講習会の実施 浄化槽設置者 76 名の参加。 

町内小学校出前講座への参加 赤沢・佐比内小学校の４年生２８名を対象に実施。 

水周り修理無料サービスの実施 H19 年度から H20 年度にかけて 10 件以上の対応を実施。 

 

 

３．ＳＰＣ財務状況【報告書５９ページ】 

 

ＳＰＣの経営分析は、平成１９年７月から平成２０年６月までの第３期を対象として

行った。第３期の売上高は１６，７５６万円となっており、これから工事原価、販売費

及び一般管理費、営業外収支の合計額を差し引いた経常損失は１，７０５万円となって

いる。ＳＰＣによると、保険料１，７０９万円は、役員を対象とした｢癌保険｣を契約し

たものであり、諸負担金の３４２万円の大部分は、工事に関する賠償責任保険等の保険

料とのことであった。第３期は、販売費、一般管理費のうちの保険料の影響により経常

損失が大きくなっている。ＳＰＣでは、今期の経常損失額は大きいものの、ＳＰＣの経

営自体は特に問題はないとしており、また保険契約は今期までとし来期は行わない方針

であるため、損益は改善されるとしている。なお、主要な指標についての比率を算出し、

経営分析を行った結果は表.１１のとおりである。 

 

表.１１ ＳＰＣ経営分析（第３期） 

項   目 計  算  式 比率 備    考 

 利  益 △17,059,675
売上高経常利益率 

 売  上 167,563,941

%

-10.18

(0.22)

企業の収益性を表す指標。 

売上に対する利益の割合。 

比率は高い方がよい。 

 利  益 △17,059,675
自己資本経常利益率 

 資  本 1,525,910 

  -1118

(3.36)

企業の収益性を表す指標。 

自己資本を効率的に使っているかを表す。 

比率は高い方がよい。 

 流動資産 32,501,353 
流 動 比 率 

 流動負債 30,985,443 

104.89

(129.92)

企業の安全性を表す指標。 

短期的な支払能力判断。 

１５０％以上あれば問題なし。 

 現金預金 26,957,053 
当 座 比 率 

 流動負債 30,985,443 

87

(122.44)

企業の安定性を表す指標。 

流動比率により厳密に支払能力を判断。 

１００％以上あれば問題なし。 

比率は高い方がいい。 

 自己資本 1,525,910 
自 己 資 本 比 率 

 総 資 産 32,511,353 

 4.69

(23.04)

企業の安定性を表す指標。 

企業の財源に対する自己資金の割合。 

比率は高い方がいい。 

※比率下段（ ）は、第２期比率。 
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４．アンケート調査【報告書３ページ】 

  

浄化槽設置者、浄化槽未設置者、事業所及び町内排水設備業者を対象にアンケート調  

 査を実施した。各アンケートの調査配布数及び回収された調査票数を表．１２に示す。 

 

表.１２ アンケート調査票配布数及び回収数 

（単位：枚数） 

 ①新規設置者 ②未設置者 ③事業所 ④排水設備業者 

対象者数 ７４ ７７６ ２７ ２２

配布数 ７４ ７７６ ２７ ２２

回収数 ３５ １８４ １０ １５

回収率 ４７．３％ ２３．７％ ３７．０％ ６８．２％

 

（１）新規設置者アンケート結果【報告書３ページ】 

(７４世帯中３５世帯回答/回答率４７．３％) 

 

浄化槽設置者に対するアンケート調査結果を表.１３に示す。 

各調査事項とも｢良かった｣、または｢普通｣との回答が大半を占めており、浄化槽新規 

設置者の本事業に対する満足度は概ね良好なものと言える。 

 

表.１３ 浄化槽設置者アンケート調査結果 

今回アンケート調査した結果、設置者より特に｢改善すべき｣との回答の多かった、①「申

請手続きと日数について」、②「見積額の内容と説明について」及び、③「ＳＰＣによる浄

化槽設置のための申請手続きに関する説明について」、昨年度実施したアンケート結果と対 

比し分析を行った。この中で、③については、今回初の調査でもあるので昨年との対比は

できないが、①については、今年度｢改善すべき｣が３０％に対し昨年度１９．８％と１０．

２％の増、②については、今年度｢改善すべき｣が２２％に対し昨年度１６％と６％の増と

なっており、浄化槽工事着手前における受益者に対する十分な説明がなされていないこと

がうかがえる。 
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（２）未設置者アンケート結果【報告書２１ページ】 

(７７６世帯中１８４世帯回答/回答率２３．７％) 

 

浄化槽未設置者に対する居住地区別アンケート調査回答数を表.１４に示す。 

回答率は、本事業に対する関心の高さを示すものと推測されるが、配布件数の少ない日

詰地区を除くと、他の地区は２０～３０％あたりであり、地区別に大きな差は無く、地区

による本事業への関心の違いは特に見られないようである。 

 

表.１４ 浄化槽未設置者に対する居住地区別アンケート調査回答数 

 

合併処理浄化槽未設置者の居住地区
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表．１５ 

未設置者の中で、浄化槽の設置を｢希望する｣、 

｢条件によっては希望する｣と回答した方の希望す 

る時期については、１年以内の設置を希望してい 

る回答は８．９％で、２年以内の設置希望は２５ 

％となっている。残りの約７割が時期は未定とし 

ている。 

 ｢希望しない｣と回答した方について、「トイレの 

改造、排水設備工事に自己資金がかかる。｣が４０ 

件と多く、個人負担費用の工面が大きな課題とな 

っている。個人負担を軽減して浄化槽設置を推進 

するために、以下の事案等について検討すること        表．１６ 

が望まれる。                         

 

①水洗便所融資あっせん制度の利用の促進、広報 

等による本制度の住民への周知を図る。 

②使用人数等使用実態に合わせた浄化槽の人槽の 

選定が可能となれば、分担金等の自己負担が軽減 

されることとなり、設置の推進につながる可能性 

もある。 

 

 

合併処理浄化槽の設置希望時期
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（３）事業所アンケート結果【報告書３７ページ】 

(２７事業所中１０事業所回答/回答率３７％) 

 

アンケート回答のあった、事業所の用途別を表.１７に示す。事業の用途として事務所が

最も多くなっている。                 表.１７ 事業所の用途 

                           

アンケートの結果、事業所については既に合併

処理浄化槽設置していることが多いことが推測

された。従って、本事業に事業所を含めても設置

工事の件数の増加はあまり期待できないと思わ

れる。 

 しかし、既設の合併処理浄化槽の町への寄付に

ついては、｢希望しない｣と回答した事業所はなく、

現在の維持管理費より安ければ希望すると回答しており、浄化槽事業推進のために、本事

業に事業所を含めることについて検討する価値はあるものと思われる。 

 そこで、既設の合併処理浄化槽の維持管理の実績、維持管理状況（法定検査、保守点検 

状況）について追加調査が望まれる。 

表.１８ トイレ･生活排水処理方式       表.１９ 浄化槽の寄付について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）排水設備業者アンケート結果【報告書４６ページ】 

(２２業者中１５業者回答/回答率６８．２％) 

 

アンケート調査の結果、構成企業及び協力企業でもない｢ＳＰＣグループ外企業｣であっ

ても、住民から｢浄化槽の設置に関する質問・問合せ｣を受ける機会があることがわかった。

そこで、これらの｢ＳＰＣグループ外企業｣にも住民に対して、付帯工事の排水設備工事の

受託に向けて、浄化槽の設置について営業してもらうことを推進する。 

 

表.２０ 町管理型浄化槽整備事業との係わり    表.２１ 浄化槽の問合せについて 

 

 

 

 

 

 

 

現在 の トイレ形 式 ・生 活 排水 処 理方 式
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0
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合 併 処理 浄化 槽

単独 処理 浄化 槽

汲み 取 り便 所

生 活排 水地 下浸 透

その 他

不 明

回答 件数

 

合併処理浄化槽の寄付について

今は判断でき
ない, 5, 83%

希望する, 1,
17%

町管理型浄化槽整備事業との係わり

3

2

9

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

特別目的会社の構成企業として事業に参加している。

特別目的会社の協力企業として事業に参加している。

特別目的会社の構成企業でも協力企業でもない。

回答件数

「浄化槽の設置に関する質問・問合せ」を受けたことがあるか

ない, 6, 67%

ある, 3, 33%

事業所の用途
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その他

回答件数
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５．事業推進のための方策【報告書７８ページ】 

 

（１）ＳＰＣからの提案・要望事項 

 ① 土地改良区における放流許可について 

② 放流水の地下浸透について 

 

（２）ＳＰＣによる設置推進活動 

  ① 訪問営業 

  ② 設置相談会、使用者講習会の開催 

 

（３）浄化槽の設置推進について 

① 町の水洗便所改造資金融資あっせん制度の利用促進を図り、本制度の住民への周

知を広める。 

② 浄化槽工事の効率化のため、個人負担部分（排水設備工事費用等）の工事費用の

軽減化を図る。 

 ③ 使用実態に合わせた浄化槽の人槽の選定により、受益者負担（分担金、使用料）

の軽減が図れる可能性がある。 

④ 土地改良区の放流許可について、許可の基準を明確にしたうえで放流を認めても

らい設置できるようにする。 

⑤ 放流先が確保できない場合など、浸透装置を設置して地下浸透を可能とする。 

 

（４）事業所を事業対象に含めることについて 

  浄化槽推進のために、本事業に事業所を含めることについて検討する価値はあるもの

と思われる。そこで、既設の合併処理浄化槽の維持管理の実績、維持管理の状況（法定

検査、保守点検状況）について追加調査が望まれる。 

 

（５）｢ＳＰＣグループ外企業｣への営業協力の推進 

アンケート調査の結果、構成企業及び協力企業でもない｢ＳＰＣグループ外企業｣であ 

っても、住民から｢浄化槽の設置に関する質問・問合せ｣を受ける機会があることがわか 

った。そこで、これらの｢ＳＰＣグループ外企業｣にも住民に対して、付帯工事の排水設

備工事の受託に向けて、浄化槽の設置について営業してもらうことを推進する。 

 


